
 

 

事  務  連  絡 

令和４年４月１５日 

   

各都道府県・指定都市教育委員会 学校保健主管課・学校給食主管課 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 専 修 学 校 主 管 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

大学又は高等専門学校を設置する各地方公共団体担当課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

大 学 を 設 置 す る 各 学 校 設 置 会 社 担 当 課  御中 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2 条 第 １ 項 の 認 定 を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 学 校 設 置 会 社 担 当 課 

独立行政法人国立高等専門学校機構本部事務局担当課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

 
 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課   

 

 

アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部を 

改正する件について 

 

日頃から健康教育行政の充実のため御尽力いただき、ありがとうございます。 

今般、アレルギー疾患対策の総合的な推進を図るため、アレルギー疾患対策基

本法（平成 26 年法律第 98 号）第 11 条第１項に基づき作成された、アレルギー

疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部が改正され、別紙のとおり、厚生労

働省健康局がん・疾病対策課から周知依頼がありましたのでお知らせします。 

ついては、基本指針の趣旨を踏まえ、文部科学省ホームページに掲載している

資料等を活用し、学校設置者、学校、調理場等が、それぞれの立場から主体的に

アレルギー対応に取り組まれるよう、引き続き適切な措置をお願いします。 

 

＜文部科学省ホームページ＞ 

アレルギー疾患対策（http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1353630.htm） 

 

 都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（専修学校を含む。以

下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課

アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部が改正されま

したので御連絡いたします。なお、学校における対応については変更あり

ません。 



におかれては所轄の学校法人等を通じてその設置する学校に対して、国公立大

学法人、大学又は高等専門学校を設置する地方公共団体、文部科学大臣所轄学校

法人、大学を設置する学校設置会社におかれてはその設置する学校に対して、構

造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地

方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に

対して、独立行政法人国立高等専門学校機構本部事務局におかれては所管の学

校に対して、都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課におかれては所管

の認定こども園及び域内の市区町村認定こども園主管課に対して周知されるよ

うお願いします。 

 

 

 

（本件担当） 

文部科学省初等中等教育局 

健康教育・食育課 

ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 2070） 
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事 務 連 絡 

令 和 ４ 年 ４ 月 13 日 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 御中 

厚生労働省健康局がん・疾病対策課 

アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部を改正する件について（依頼）

今般、アレルギー疾患対策基本法（平成 26 年法律第 98 号）に基づき策定されたアレル

ギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第 76 号）を改正し、

別添のとおり都道府県知事等宛て通知しました。 

つきましては、貴課におかれましても、関係機関等に対し周知を図られますよう協力方

お願いいたします。 

【別添】 

「アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部を改正する件について（通

知）」（令和４年３月14日健発０３１４第２号厚生労働省健康局長通知） 

別 紙

y-w-14
スタンプ



1 

健発０３１４第２号 

令和４年３月 14 日 

都道府県知事 

各 市 町 村 長 殿 

特 別 区 長 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 

アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針の一部を改正する件について

（通知） 

アレルギー疾患対策基本法（平成 26 年法律第 98 号。以下「法」という。）第

11 条第 1項に基づき策定された、アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な

指針（平成 29 年厚生労働省告示第 76 号。以下「アレルギー疾患対策基本指針」

という。）については、同条第６項において、少なくとも５年ごとに検討を加え、

必要に応じて改正することとされている。 

 これを踏まえ、本日、アレルギー疾患対策基本指針の一部を下記の通り改正

し、告示の日（令和４年３月 14 日）から適用することとしたので、内容につい

て御了知の上、法第５条に規定する地方公共団体の責務にのっとり、地域の実

情に基づき、管内市区町村、医療関係者、アレルギー疾患患者等及びその他の

関係者と連携のうえ、より一層のアレルギー疾患対策の推進を図られるようお

願いする。また、管内の関係団体、関係機関等に対し、改正内容の周知徹底を

お願いする。 

記 

第一 改正の趣旨 

法第 11 条第６項の規定に基づき、アレルギー疾患対策基本指針の見直

しを行い、その一部を改正する。 

第二 改正の内容 

アレルギー疾患対策推進協議会の議論も踏まえ、

KWHJF
テキスト ボックス
別添
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・ アレルギー疾患に関する啓発及び知識の普及について、両親学級等の

機会を活用し、出生前から保護者等への適切な情報提供に取り組むこと

を明記する 

・ アレルギー疾患医療を提供する体制の確保について、医療従事者とし

て歯科医師及び管理栄養士を明記するほか、アレルギー疾患医療の専門

的な知識及び技能を有する医療従事者の育成等について中心拠点病院

及び都道府県拠点病院等の協力のもと推進すること、並びに「アレルギ

ー疾患医療提供体制の在り方に関する検討会」の検討結果に基づく体制

整備を行うことを明記する 

・ アレルギー疾患に関する調査及び研究について、「免疫アレルギー疾

患研究 10 か年戦略」に基づき、患者の視点に立った研究を推進するこ

とを明記する 

・ 地域の実情に応じたアレルギー疾患対策の推進について、地方公共団

体が、都道府県アレルギー疾患医療連絡協議会等を通じて実情を把握し

た上で、施策の策定及び実施に努めることを明記する 

等を内容とする改正その他所要の改正を行う。 

第三 適用日 

  告示の日（令和４年３月 14 日） 

以上 
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